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１．貸借対照表

（単位：千円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（資産の部） （負債の部）

流動資産 48,572,889           流動負債 35,115,264           

現金及び預金 14,339,526           買掛金 27,246,574           

売掛金 33,994,758           未払金 2,373,761             

貯蔵品 2,797                  未払法人税等 983,382               

前払費用 79,356                 未払消費税等 1,060,880             

立替金 4,952                  未払費用 456,917               

未収入金 150,965               預り金 120,320               

預け金 532                    賞与引当金 2,873,427             

固定資産 2,905,536             固定負債 1,696,726             

有形固定資産 37,394                 長期未払金 10,831                 

建物付属設備 7,050                  退職給付引当金 1,679,654             

工具器具備品 30,343                 役員退職慰労引当金 6,240                  

無形固定資産 229,649               負　債　合　計 36,811,990           

ソフトウェア 218,212               （純資産の部）

ソフトウェア仮勘定 10,779                 株主資本 14,666,434           

電話加入権 657                    資本金 181,000               

投資その他の資産 2,638,492             資本剰余金 4,538,659             

出資金 530                    資本準備金 5,771                  

差入保証金 57,300                 その他資本剰余金 4,532,887             

前払年金費用 1,220,894             利益剰余金 9,946,775             

繰延税金資産 1,359,765             その他利益剰余金 9,946,775             

別途積立金 280,000               

繰越利益剰余金 9,666,775             

純　資　産　合　計 14,666,434           

資　産　合　計 51,478,425           負 債 ・ 純 資 産 合 計 51,478,425           

（注）　記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。

貸　借　対　照　表

( 2026年3月31日 現在)
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２． 損益計算書

（単位：千円）

科　　目 金　　額

売上高 140,357,394                

売上原価 132,114,002                

売上総利益 8,243,391                   

販売費及び一般管理費 5,226,742                   

営業利益 3,016,649                   

営業外収益

助成金収入 15,186                       

保険配当金 10,876                       

受取保険金 7,600                        

その他 5,314                        38,977                       

営業外費用 612                           

経常利益 3,055,013                   

特別損失

固定資産除却損 9,788                        9,788                         

税引前当期純利益 3,045,225                   

法人税、住民税及び事業税 1,058,185                   

法人税等調整額 △145,434                  912,750                      

当期純利益 2,132,474                   

損　益　計　算　書

( 自 2025年4月 1日  至 2026年3月31日 )
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1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

仕掛品 ・・・・・ 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方

法により算定）によっております。 

 

(2) 有形固定資産の減価償却方法  ・・・・・  定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物付属設備 ・・・・・  10 年 ～ 18 年 

器具備品 ・・・・・  4 年 ～  5 年 

 

(3) 無形固定資産の減価償却方法  ・・・・・  定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては 5 年で償却しております。 

 

(4) 引当金の計上基準 

賞与引当金      ・・・・・ 従業員の賞与支給に備えるため、翌事業年度の支払見込額のう

ち当事業年度負担額を計上しております。 

 

受注損失引当金   ・・・・・ ソフトウェアの請負契約に係る開発案件のうち、将来の損失が見

込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見積ることが可能なものに

ついて、翌事業年度以降に発生が見込まれる損失額を計上して

おります。 

なお、当事業年度は受注損失引当金の計上はありません。 

 

退職給付引当金   ・・・・・ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度ま

での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によって

おります。 

過去勤務費用は、その発生事業年度に全額を費用処理しており

ます。 

数理計算上の差異は各事業年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間内の一定の年数（10 年）による定額法により按分

した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しておりま

す。 

 

役員退職慰労引当金・・・・・ 役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金支給規

則に基づく期末要支給額を計上しております。 
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(5) 収益及び費用の計上基準 

請負契約に係る収益は、主にソフトウェアの開発・運用に係る成果物の提供であり、顧客との

請負契約に基づいて成果物を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、成果物

を引き渡す一時点において、顧客が当該商品又は製品に対する支配を獲得して充足されると

判断し、引渡時点で収益を認識しております。  

支援契約に係る収益は、主にソフトウェアの開発・運用に係る人的役務の提供であり、顧客と

の支援契約に基づいて人的役務を提供する履行義務を負っております。当該支援契約は、一

定の期間にわたり履行義務を充足する取引であり、履行義務の充足の進捗度に応じて収益を

認識しております。  

当社グループが代理人として商品又は製品の販売に関与している場合には、純額で収益を

認識しております。 

 

(6) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

① 記載金額 

全て千円未満を切り捨てて表示しております。 

② グループ通算制度の適用 

三菱UFJフィナンシャル・グループを通算親会社として、グループ通算制度を適用しており

ます。 

 

2. 貸借対照表に関する注記 

(1) 資産に係る減価償却累計額 

有形固定資産の減価償却累計額 98,402 千円 

 

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 47,836,658 千円 

長期金銭債権 43,003 千円 

短期金銭債務 2,104,828 千円 

 

3. 損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

売上高 136,188,923 千円 

仕入高 9,542,793 千円 

 

4. 株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度の末日における発行済株式の総数 

普通株式 37,350 株 
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5. 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産   

未払事業税  90,155 千円 

賞与引当金 905,704 千円 

未払社会保険料 144,020 千円 

未払事業所税 17,504 千円 

確定拠出年金掛金 10,792 千円 

出向者退職金年金費用 41,915 千円 

退職給付引当金 532,841 千円 

その他 3,624 千円 

 繰延税金資産小計 1,746,558 千円 

評価性引当額 △ 1,966 千円 

繰延税金資産合計 1,744,591 千円 

  前払年金費用 384,826 千円 

繰延税金負債合計 384,826 千円 

繰延税金資産の純額 1,359,765 千円 

 

6. 金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しております。 

売掛金に係る顧客の信用リスクは、信用リスク管理手続に沿ってリスク低減を図っておりま

す。 

 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

現金及び預金、売掛金及び買掛金については、主に短期間で決済されるため時価が帳簿価

額に近似することから、注記を省略しております。 
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7. 関連当事者との取引に関する注記 

(1) 親会社及び法人主要株主等                                                 （単位：千円） 

種類 会社等の名称 議決権等の所有 

(被所有)割合 

関連当事者との 

関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社 ㈱三菱UFJ 銀

行 

被所有 

直接 85.5％ 

システムの 

開発に係る 

業務受託 

業務受託(注 1) 123,591,382 売掛金 26,783,370 

業務委託(注 2) 30,098 買掛金 330 

出向者人件費受取(注 3) 989,098 未収入金 106,279 

不動産賃借(注 2) 67,120 差入保証金 43,003 

出向者人件費支払(注 4) 10,443,400 未払金 2,059,796 

親会社 ㈱三菱 UFJ 

フ ィ ナ ン シ ャ

ル・グループ 

被所有 

直接 14.5％ 

間接 85.5％ 

システムの 

開発に係る 

業務受託 

業務受託(注 1) 12,597,542 売掛金 6,599,941 

業務委託(注 2) 21,390 買掛金 5,813 

出向者人件費受取(注 3) 85,407 未収入金 5,541 

出向者人件費支払(注 4) 44,850 未払金 7,355 

上記金額のうち、取引金額には消費税等を含めておらず、期末残高には消費税等を含めております。 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注1) 価格その他の取引条件は、当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。 

(注2) 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し決定しております。 

(注3) 契約に基づき、出向者に係る人件費相当額を受け取っております。 

(注4) 契約に基づき、出向者に係る人件費相当額を支払っております。 

 

(2) 兄弟会社等                                                               （単位：千円） 

種類 会社等の名称 議決権等の所有

（被所有）割合 

関連当事者との 

関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社

の 

子会社 

㈱三菱 UFJ 

ニコス 

なし システムの 

運用保守に係る 

業務受託 

業務受託(注) 29,618 

 

売掛金 818 

 

 

親会社

の 

子会社 

三菱 UFJ 

モルガン・スタ

ンレー証券㈱ 

なし システムの 

開発に係る 

業務受託 

業務受託(注) 2,728,113 売掛金 340,020 

 

上記金額のうち、取引金額には消費税等を含めておらず、期末残高には消費税等を含めております。 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) 価格その他の取引条件は、当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定しております。 

 

8. 1 株当たり情報に関する注記 

1 株当たり純資産額 392,675 円 63 銭 

1 株当たり当期純利益 57,094 円 36 銭 
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9. その他の注記 

(1) 退職給付に関する注記 

① 採用している退職給付制度の概要 

当社は退職金支給規程に基づく規約型企業年金制度（積立型制度）及び退職一時金制度

（非積立型制度）並びに確定拠出企業型年金規約に基づく企業型確定拠出年金制度を採用

しております。 

 

② 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付債務 7,647,811 千円 

勤務費用 (注) 506,436 千円 

利息費用 141,727 千円 

数理計算上の差異の当期発生額 △ 664,606 千円 

退職給付の支払額 △ 433,980 千円 

その他 108,385 千円 

期末における退職給付債務 7,305,773 千円 

(注) 「勤務費用」は、出向者に係る出向先負担額等を控除しております。 

 

③ 年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

期首における年金資産 8,873,757 千円 

期待運用収益 267,987 千円 

数理計算上の差異の当期発生額 620,502 千円 

事業主からの拠出額 475,146 千円 

退職給付の支払額 △ 340,706 千円 

その他 △ 75,740 千円 

期末における年金資産 9,820,947 千円 

 

④ 退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の

調整表 

積立型制度の退職給付債務 5,943,392 千円 

年金資産 △9,820,947 千円 

 △3,877,555 千円 

非積立型制度の退職給付債務 1,362,381 千円 

未積立退職給付債務 △ 2,515,174 千円 

未認識数理計算上の差異 2,973,933 千円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 458,759 千円 

 

前払年金費用 △1,220,894 千円 

退職給付引当金 1,679,654 千円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 458,759 千円 
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⑤ 退職給付費用に関連する損益 

勤務費用 (注 1) 506,436 千円 

利息費用 141,727 千円 

期待運用収益 △ 267,987 千円 

数理計算上の差異の費用処理額 △ 254,087 千円 

その他 (注 2) 399,075 千円 

退職給付費用 525,164 千円 

(注 1) 「勤務費用」は、出向者に係る出向先負担額等を控除しております。 

(注 2) 「その他」は、確定拠出年金制度への拠出額を示しております。 

 

⑥ 年金資産の主な内訳 

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率 

国内債券 39％ 

国内株式 15％ 

外国債券 11％ 

外国株式 16％ 

短期金融資産 19％ 

合計 100％ 

 

⑦ 長期期待運用収益率の設定方法 

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、

年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮してお

ります。 

 

⑧ 数理計算上の計算基礎に関する事項 

割引率  

積立型制度 2.74％ 

非積立型制度 2.71％ 

長期期待運用収益率 3.02％ 

 

(2) 収益認識に関する注記 

① 収益の分解 

当社は、ソフトウェアの開発・運用に係る成果物を提供する事業、ソフトウェアの開発・運用に

係る人的役務を提供する事業及びその他の事業を営んでおり、各事業の主な財又はサービス

の種類は、システムの企画・設計・開発、 システム運用および保守管理の受託、コンピュータ

ーの導入および利用に関するコンサルティングなどであります。 

また、各事業の売上高は、13,973,934 千円、125,363,838 千円及び 1,019,621 千円であります。 

 

② 収益を理解するための基礎となる情報 

「1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「（5）収益及び費用の計上基準」に記載のと

おりであります。 
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(3) 会計上の見積りに関する注記 

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年

度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 

繰延税金資産 １,214,331 千円 

賞与引当金 2,462,408 千円 

退職給付引当金 1,642,496 千円 

 

 

 


